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○ひたちなか市建築物防災指導要綱 

平成７年１月１７日 

告示第１１号 

改正 平成１３年４月１日告示第３６号 

（目的） 

第１条 この要綱は，最近の建築物の火災により多数の人命が危難にさらされている実状を考慮し，建

築物の火災が発生した場合における延焼防止及び建築物内の人の避難の安全を確保するため，防災対

策を講ずるとともに，適切に指導することができるよう定めるものとする。 

（対象建築物及び防災措置） 

第２条 次に掲げる建築物（以下「対象建築物」という。）について，当該建築物の所有者，管理者又

は占有者（以下「所有者等」という。）は延焼防止及び避難の安全に関する対策を講ずるものとし，

市長は，関係機関の協力を得て，その促進に努めるものとする。 

２ 対象建築物は，次の各号の一に掲げるものとする。 

（１） ひたちなか市建築基準法施行細則（平成７年規則第７号）第９条第１項に掲げる建築物 

（２） 建築物防災指導週間における防災査察対象建築物 

（３） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）又はこれに基づく命令若し

くは茨城県建築基準条例（昭和３６年茨城県条例第２１号。以下「県条例」という。）の防火及び

避難施設等に関する規定に違反する建築物又は法第３条第２項の規定によりこれらの規定の適用

を受けないが著しく危険である建築物 

３ 対象建築物の所有者等は，火災の延焼防止及び建築物内の人の避難の安全を確保するうえで最低限

必要な次の各号に掲げる対策について，第４条に規定する技術的基準に適合するよう措置を講じなけ

ればならない。 

（１） 安全な避難経路を確保するための対策 

（２） 火災の延焼及び拡大を防止するための対策 

（３） 救出経路を確保するための対策 

（改善の促進） 

第３条 市長は，建築物防災指導週間及びその他必要と認める時期に防災査察を行う。 

２ 防災査察を行おうとするときは，あらかじめ対象建築物の所有者等に防災査察を行う旨の通知（様

式第１号）をし，その同意を得なければならない。 

３ 防災査察にあたっては，第４条に定める防災査察点検項目について，防災査察点検表（様式第２号）

により点検を行うものとし，点検の結果，改善の必要があると認める場合には勧告書（様式第３号）

に改善指示書（様式第４号）を添付して，当該建築物の所有者等に勧告を行うものとする。 

４ 当該建築物の所有者等は，勧告に基づいて必要な改善工事（以下「改善工事」という。）を行おう

とするときは，あらかじめ市長に改善計画書（様式第５号。以下「改善計画書」という。）を提出し

て承認を得るものとする。 
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５ 市長は，改善計画書が提出されたときは，勧告の内容に適合しているかどうかについて審査し，そ

の結果，適合しているときは，改善計画の承認通知書（様式第６号）により，当該建築物の所有者等

に通知する。 

６ 当該建築物の所有者等は，改善工事を完了した場合においては，改善工事の完了届（様式第７号）

を市長に提出するものとする。 

７ 市長は，改善工事完了届が提出されたときは，改善工事が改善計画書の内容に適合しているかどう

かについて検査し，適合しているときは改善工事検査結果通知書（様式第８号）により当該建築物の

所有者等に通知し，適合していないときは改善工事の検査指示書にその適合しない項目を明示して，

改善計画書のとおり改善工事を行うよう当該建築物の所有者等に指示をする。 

８ 前項の規定により指示を受けた当該建築物の所有者等は，指示に係る工事が完了したときは，改善

工事手直し報告書（様式第９号）を市長に提出するものとする。 

９ 市長は，改善工事手直し報告書の提出があったときは，当該工事について検査するものとし，その

結果指示の内容に適合しているときは，改善工事検査結果通知書により当該建築物の所有者等に通知

する。 

１０ 市長は，所管する対象建築物について総合指導台帳（様式第１０号）を調製し，保管するととも

に，新たに対象建築物が建築された場合は追記する。 

（技術的基準） 

第４条 法又はこれに基づく命令若しくは県条例の防火及び避難施設等に関する規定に違反する建築

物の部分については，現行法令の規定に適合するよう是正させるものとする。また，法第３条第２項

により避難施設等に関する規定の適用を受けない建築物についても，改修することにより延焼防止及

び避難の安全上著しい効果が認められる建築物の部分については，現行法令の規定に適合するよう是

正させるものとする。 

２ 防災施設の整備及び維持管理状況についての点検項目（以下「防災査察点検項目」という。）は，

次の各号のとおりとする。 

（１） 安全な避難経路を確保するための施設等については，階段の防火区画，直通階段，避難階段，

屋外への出口，非常用照明装置，排煙設備，内装制限及び敷地内通路の法への適合状況並びに維持

管理状況 

（２） 火災の延焼及び拡大を防止するための施設等については，階段以外のたて穴区画，その他防

火区画，防火間仕切壁及び構造制限の法への適合状況並びに維持管理状況 

（３） 救出経路を確保するための施設等については，非常用の進入口及び非常用エレベーターの法

への適合状況並びに維持管理状況 

付 則 

この告示は，特定行政庁を設置した日から施行する。 

付 則（平成１３年告示第３６号） 

この告示は，平成１３年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

様式第４号（第３条関係） 

様式第５号（第３条関係） 

様式第６号（第３条関係） 

様式第７号（第３条関係） 

様式第８号（第３条関係） 

様式第９号（第３条関係） 

様式第１０号（第３条関係） 

 


